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№ 分類 質問 回答

本補助⾦において対象となる企業者とは、以下に該当する事業者とします。
①次の表に該当する事業者

 

1-1 対象となる企業者とは。

②次の法人格の事業者
・企業組合
・協業組合
・事業協同組合
・事業協同小組合
・協同組合連合会
・水産加工業協同組合
・水産加工業協同組合連合会
・商工組合
・商工組合連合会
・商店街振興組合
・商店街振興組合連合会

1 / 12 ページ



神⼾市内企業住宅⼿当等⽀援補助⾦ 〜こうべ「住む×働く」若者応援補助⾦〜 Ｑ＆Ａ

№ 分類 質問 回答

対象事業者

・生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会
（直接又は間接の構成員の３分の２以上が５千万円（卸売業を主たる事業とする事業者
については、１億円）以下の⾦額をその資本⾦の額若しくは出資の総額とする法人又は
常時５０人（卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、１００人）
以下の従業員を使用する者であるもの）
・酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会
（直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が３億円以下の⾦額をその資
本⾦の額若しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者で
あるもの）
・酒販組合、酒販組合連合会、酒販組合中央会
（直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が５千万円（酒類卸売業者に
ついては、1億円）以下の⾦額をその資本⾦の額若しくは出資の総額とする法人又は常時
５０人（酒類卸売業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの）
・内航海運組合、内航海運組合連合会
（直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が３億円以下の⾦額
をその資本⾦の額若しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用
する者であるもの）
・技術研究組合（直接又は間接の構成員の３分の２以上が産業競争力強化法（平成25年
法律第98号）第２条第22項第1号から第7号までに規定する中小企業者であるもの）
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№ 分類 質問 回答

1-2
自社の事業が「製造業、建設業、運輸業、ソフトウェア業又は情
報処理サービス業、その他の業種」 「卸売業 」「サービス業、小
売業」 の中で、どの業種に分類されるのか。

①まず、下記ＵＲＬから、総務省が所管する日本標準産業分類(最新版は第14回)をご覧
いただき、分類項目名、説明及び内容例示から、貴社がどの分類にあてはまるのかご確
認ください。
<https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/R05koumokusetsu
mei.html>
②次に、下記URLの対応表から貴社がどの業種に該当するのかご確認ください。
<https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/kaitei_14.pdf>

1-3 会社の定義は。

本補助⾦において「会社」とは、以下に該当する者とします。

対象事業者

会社法上の会社等

・株式会社
・合名会社
・合資会社
・合同会社
・(特例)有限会社(会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律)

士業法人

・弁護士法に基づく弁護士法人
・公認会計士法に基づく監査法人
・税理士法に基づく税理士法人
・行政書士法に基づく行政書士法人
・司法書士法に基づく司法書士法人
・弁理士法に基づく特許業務法人
・社会保険労務士法に基づく社会保険労務士法人
・土地家屋調査士法に基づく土地家屋調査士法人
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№ 分類 質問 回答

1-4 みなし大企業とは。

本補助⾦において、「みなし大企業」とは次に該当する企業とします。
・発行済株式の総数又は出資⾦額の総額の2分の1以上を同一の大企業（中堅企業者を除
く）が所有している企業
・発行済株式の総数又は出資⾦額の総額の3分の2以上を大企業（中堅企業者を除く）が
所有している企業
・大企業（中堅企業者を除く）の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以
上を占めている企業
※「中堅企業者」とは、常用従業員数2,000人以下の会社及び個人事業主で、中小企業者
を除いた者を言います。

1-5
個人事業主の場合、神⼾市内に事業所があれば、住所は市外でも
よいのか。

事業所が市内にあり、当該事業所が個人市⺠税の対象となっていれば、お住まいは市外
でも対象となります。

1-6
複数の事業所がある個人事業主の場合、市内に１つでも事業所が
あればいいのか。

市内に1つでも、個人市⺠税の対象となっている事務所・事業所があれば、対象となりま
す。

1-7
個人事業主で自宅で業務を行っており、事務所がない場合はどう
なるのか。。

事業を行っている自宅が神⼾市内であれば、対象となります。

1-8
「会社以外の法人は対象にならない」とあるが、具体的にはどの
ような法人が対象外になるのか。

Q1に記載していない法人（社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、一般社団・
財団法人、公益社団・財団法人、学校法人など）は対象となりません。

1-9
市税以外の公租公課（国税、県税、保険料等）の滞納は「市税の
滞納」にあたりますか。

市税以外の公租公課は、「市税の滞納」には該当しません。

1-10 法人番号がわかりません。どうしたらいいですか。
法人番号を定めた際に国税庁から送付される「法人番号指定通知書」、あるいは、同庁
の「法人番号公表サイト<https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/>」にてご確認くださ
い。

2-1
法人の代表者（又は事業主）の親族も、対象従業員として認めら
れるのか。

対象従業員が、補助対象事業者（法人にあってはその代表者）の2親等以内の親族の場合
は認められません。

2-2 神⼾市外の事業所で働いているが、対象従業員になるのか。 勤務地の要件はありません。
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№ 分類 質問 回答

2-3 外国人は、対象従業員になるのか。
国籍を問わず、正社員として雇用されていれば対象となります。（技能実習制度により
雇用されている外国人の方など、正社員ではない外国人の方は対象外となります。）

2-4
１年間の有期雇用契約を複数回更新し、年度内に雇用期間のない
正社員に切り替える予定の従業員は対象従業員になるのか。

有期雇用契約の従業員は対象になりません。正社員になった後に、交付申請を行ってく
ださい。なお、当該従業員以外で、要件を満たす他の従業員がいる場合は、その他の従
業員の申請を先に行い、当該従業員が正社員となった後に対象従業員として追加する旨
の「補助⾦交付決定内容変更承認申請」を行ってください。

2-5 一人暮らしでなく家族と同居だが、対象従業員になるのか。
居住する借家の賃貸借契約者が対象従業員であれば、家族と同居していても対象となり
ます。

2-6 交付決定後に採用した従業員は補助対象外か。
交付決定後に新たに雇用した従業員も、要件を満たしていれば対象となります。新たな
従業員を追加する旨の「補助⾦交付決定内容変更承認申請」を行ってください。

2-7 雇用保険に加入していないが、対象従業員になるのか。
本補助⾦は、雇用保険適用事業所であることが対象事業者の要件となっているため、一
般的に正社員であれば、雇用保険に加入していることを想定しています。例外がある場
合は、個別でご相談ください。

2-8 補助対象従業員数に上限はあるのか。 要件を満たしていれば、事業者ごとに補助対象従業員数の上限はありません。

2-9 交付決定後に補助対象従業員が退職した場合はどうなるのか。
申請日の属する年の12月末日において、申請日と同じ市内企業に在籍していることが交
付の条件になります。そのため、申請日の属する年の12月末日以前に退職された従業員
については、退職前に住宅⼿当を⽀給したかどうかに関わらず、対象となりません。

2-10
経営主体が同じ別法人に異動した従業員は、対象従業員から外れ
るのか。

経営主体に関わらず、対象従業員が勤める法人が変更となった場合は、対象から外れま
す。

2-11 2021年8月15日に採用された従業員は、対象従業員になるのか。
当該従業員は、2021年8月1日に採用されたものとみなしますので、2024年7月31日に在
職３年となるため、2024年7月までは対象従業員となります。そのため、住宅⼿当につい
ても2024年7月までに⽀給したものが対象となります。

対象従業員
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№ 分類 質問 回答

3-1 対象とならない住宅を具体的に教えてほしい。

以下の賃貸住宅は、対象になりません。
① 対象事業者（法人にあっては代表者を含む）が所有する住宅（社宅・寮ほか）
② 対象従業員の2親等以内の親族が所有する住宅
③ 公営住宅（神⼾市営住宅・兵庫県営住宅）
※ 公社賃貸住宅、UR賃貸、シティハイツ（特別市営住宅）は対象となります。

3-2
⺠間賃貸住宅の賃貸借契約の名義人が従業員本人ではないが、同
従業員が（全額または一部の）賃料を負担している場合は対象に
なるのか。

契約名義が従業員本人と異なる場合、対象になりません。（なお、補助対象事業者が⺠
間賃貸住宅を借り上げ、従業員に提供している場合はこの限りではありません。）

3-3 社員寮・社宅については、全て補助の対象となるのか。
対象事業者が従業員のために⺠間賃貸住宅を借り上げ、かつ従業員が賃料の一部又は全
部を負担している場合、補助の対象になります。

3-4
社員寮・社宅を借り上げているが、全額会社で負担しており、従
業員負担はない。対象になるのか。

従業員本人に負担がない場合、補助対象にはなりません。

3-5 賃貸契約書がないがどうすればいいか。
従業員の⺠間賃貸住宅の借り上げの確認は賃貸借契約書により行います。そのため、賃
貸借契約書(写)の提出は必須としております。

3-6
賃貸借契約書に記載された契約期間が過ぎており、自動更新条項
もない場合はどうすれば良いか。

賃貸借契約書に加え、以下のような賃貸借契約が現在も継続されていることを証明する
資料を提出してください。
① 更新覚書
② 更新通知
③ 請求書、領収書などの賃料債権の存在が確認できる書類

3-7 加算となる地域をどのように調べたらいいか。
加算対象地域については、応募要領の6〜7ページに詳しく記載しておりますので、ご参
照ください。

対象住宅

6 / 12 ページ



神⼾市内企業住宅⼿当等⽀援補助⾦ 〜こうべ「住む×働く」若者応援補助⾦〜 Ｑ＆Ａ

№ 分類 質問 回答

4-1
「補助対象期間中(4月〜12月)に、対象従業員に実際に⽀払った住
宅⼿当」というのは、４月から12月に実際に⽀給した⼿当か、そ
れとも４月から12月の労働に対する⼿当か。

原則、4月〜12月に実際に⽀給した⼿当が交付額の算定の基礎になります。

4-2
宿舎として⺠間賃貸住宅を借り上げている場合に、４月入社の対
象従業員は、毎月後払いで５月分給与から自己負担⾦を徴収して
いる。この場合、どうなるのか。

借り上げ住宅の場合、原則、従業員負担分が発生している月が、交付額算定の対象月に
なりますので、５〜12月のうち自己負担⾦を実際に徴収した月が対象になります。

4-3
宿舎として⺠間賃貸住宅を借り上げている場合に、４月入社の対
象従業員は、毎月前払いで入社前の３月から自己負担⾦を徴収し
ている。この場合、どうなるのか。

借り上げ住宅の場合、原則、従業員負担分が発生している月が、交付額算定の対象月に
なりますので、４〜12月のうち、自己負担⾦を実際に徴収した月が対象になります。

4-4
12月分の住宅⼿当を1月に⽀払う予定だが、R６年度補助⾦の対象
になるのか。

原則、4月〜12月に実際に⽀給した⼿当が交付額の算定の基礎になるため、1月に⽀払う
⼿当は対象となりません。

4-5 賞与で、複数月分をまとめて⽀給している場合はどうなるのか。
複数月分を賞与等でまとめて⽀給するものについては、4月〜12月分の間に⽀給した場合
は対象になります。

4-6 １月以降の⼿当分については、補助はないのか。
令和７年度以降、補助対象期間を1月〜12月として補助を行います。ただし、予算が認め
られた場合に限ります。

4-7
借り上げ宿舎の場合、敷⾦や仲介⼿数料、契約更新料等は補助の
算定基礎の対象にならないのか。

補助⾦の算定の基礎となる経費は、賃借料のみで、その他の経費は対象外です。

住宅⼿当等
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№ 分類 質問 回答

4-8
１つの借り上げ宿舎に複数の補助対象従業員を住まわせた場合、
補助⾦はどのように算定するのか。

例えば、全体家賃を人数で割って一人あたりの家賃を算出するなど、合理的な考え方で
一人当たりの家賃額を算出し、補助⾦を算定してください。
(例)4〜12月のすべての期間、家賃 150,000 円/月の借り上げ宿舎に従業員3 人を1人あた
り30,000円/月の負担で同居させた場合
⇒1人当たり交付額：((150,000/3)−30,000)×1/2 ×9か月 = 90,000円

4-9
就業規則や賃⾦規定で住宅⼿当を定めていないが、住宅⼿当分と
して⽀払っている。対象にならないのか。

原則対象となりません。本補助⾦では、事業者が従業員へ住宅⼿当を⽀給している事実
を就業規則、賃⾦規定によって確認しますので、住宅⼿当を⼿当として従業員に⽀給す
る旨新たに規定してください。ただし、従業員の数が10名未満で、就業規則がない場合
は、住宅⼿当⽀給の情報ががわかる個別の雇用契約書や社内通知文などを添付してくだ
さい。

5-1 交付額の計算方法を教えてください。

(A)加算対象地域外に住む対象従業員
(例1)対象従業員に対し、4月〜12月の間、毎月15,000円の住宅⼿当を⽀給した場合
15,000円×1/2×9月 = 67,500円 ⇒ 67,000円（千円未満切り捨て）
(例2)対象従業員の宿舎として、4月〜12月の間、毎月50,000円で住宅を借上げ、対象従
業員から毎月30,000円の負担⾦を徴収している場合
(50,000円 - 30,000円)×1/2×9月 ＝  90,000円

(B)加算対象地域に住む従業員の場合
(例3)対象従業員に対し、4月〜12月の間、毎月16,500円の住宅⼿当を⽀給した場合
16,500円×2/3×9月 = 99,000円
(例4)対象従業員の宿舎として、4月〜12月の間、毎月50,000円で住宅を借上げ、対象従
業員から毎月32,000円の負担⾦を徴収している場合
(50,000円 - 32,000円)×2/3×9月 ＝  108,000円

8 / 12 ページ



神⼾市内企業住宅⼿当等⽀援補助⾦ 〜こうべ「住む×働く」若者応援補助⾦〜 Ｑ＆Ａ

№ 分類 質問 回答

5-2
月途中で採用され、2024年8月15日に採用された職員の場合の計算
方法を教えてください。

月途中で採用された方は、採用月の1日に採用されたとみなしますので、2024年8月15日
に採用された場合、8月から12月が算定の対象となります。
以下、加算対象地域外に住む対象従業員の例。
(例1)対象従業員に対し、毎月14,500円の住宅⼿当を⽀給した場合、8月〜12月に⽀給し
た⼿当を算定基礎とし計算する。
14,500円×1/2×5月 = 36,250円 ⇒ 36,000円（千円未満切り捨て）
(例2)対象従業員の宿舎として、毎月50,000円で住宅を借上げ、対象従業員から毎月
30,000円の負担⾦を徴収している場合、徴収月である8月〜12月が算定基礎となり計算さ
れます。
(50,000円 - 30,000円)×1/2×5月 ＝  50,000円

5-3 補助の具体的な例を知りたい。 別紙を参照ください。

6-1
郵送や持参で申請できないのか。
窓口で申請書の提出や記入方法などを相談したい。

原則、オンライン申請としております。オンラインでの申請により難い場合、記入方法
などがわからない場合は、コールセンターを設けておりますのでご相談ください。
【問い合わせ先】
050-5527-8658

交付額
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№ 分類 質問 回答

6-2 納税証明書はどこで取れますか

以下の場所にて発行が可能です。
●新⻑⽥合同庁舎2階市税の窓口
●市内全ての区役所
●⽀所
・北須磨⽀所
・玉津⽀所
●出張所
・北区出張所：⼭⽥、有⾺、道場、⼋多、大沢、⻑尾、淡河
・⻄区出張所：伊川⾕、押部⾕、神出、岩岡、櫨⾕、平野
●サービスコーナー
・三宮証明サービスコーナー
・明舞サービスコーナー
その他、郵送でも発行申請が可能です。詳細は、以下のページをご参照ください。
<https://www.city.kobe.lg.jp/a16422/kurashi/registration/shinsei/shoumeisho/ga114
2001.html>

6-3 申請の受付締切はいつですか。 2024年12月20日までとします。

6-4 代理人名義での申請は可能なのか。
代理人での申請は受け付けません。申請を行う事業者の代表者から申請を行ってくださ
い。

6-5 申請の受付完了の連絡はもらえますか。 交付申請書を受領後、オンライン申請システムより通知行います。

6-6 交付の通知は来ますか。 審査の完了後、オンライン申請システムより通知を行います。

6-7 申請が通らなかった場合は知らせがありますか。
申請内容に不備等があった場合、追加の資料提出を依頼させていただきます。その上
で、申請を受け付けられない場合、申請の取り下げを依頼、または不交付の決定を通知
します。

交付申請
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№ 分類 質問 回答

6-8 添付する住⺠票の 写し はいつ時点のものか。 申請時から3か月以内のものを提出してください。

6-9 添付する、納税証明書はいつ時点のものか。

最新の納税証明書を添付してください。具体的には、以下の証明書の添付をお願いしま
す。
(法人の方)
事業年度が完了し、かつ納税済みのもの。
(個人の方)
令和6年度分を添付してください。ただし、6月中に証明書を調達する場合で、6月第1期
の納期が到来していない場合は、令和5年度分の納税証明書を添付してください。(※6月
第1期の納期前にすでに納付済みの場合は、令和6年度分の納税証明書も可）

7-1
交付決定を受けたが、新規で正社員を雇用したため、当該社員を
追加したいが、どうすればよいか。

変更承認申請を行ってください。その際、当該従業員に関する、雇用契約書（又は雇入
れ通知書）の写し、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し、官公署が発行した
当該従業員の生年月日及び住所が確認できる書類の写し（住⺠票、運転免許証等）、賃
貸契約書の写しが必要となります。

7-2
交付決定を受けたが、申請した社員が退職してしまった。変更⼿
続きが必要か。

申請した従業員が途中で退職された場合は、変更承認申請は必要ありません。実績報告
時にその旨ご報告ください。ただし、申請した従業員の全てが途中で退職された場合
は、廃止承認申請が必要です。

8-1 実績報告の受付完了の連絡はもらえますか。 実績報告書を受領後、オンライン申請システムより通知を行います。

8-2 いつ交付されますか。
実績報告時から概ね1ヶ月〜1ヶ月半を目途に、申請時に登録いただいた銀行口座へ振り
込みます。

8-3
実績報告時、賃⾦台帳を添付資料とできない場合、代わりに提出
できるものはあるか。

賃⾦台帳の代わりに、給与明細書の写しをご提出いただけます。この他の資料で提出を
希望される場合は、個別にご相談ください。

変更申請

実績報告
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№ 分類 質問 回答

8-4
対象従業員は、2025年3月末日で退職予定であるが補助対象になる
のか。

申請日の属する年の12月末日において、申請日と同じ市内企業に在籍していることが交
付の条件になります。そのため、申請日の属する年の2024年12月末日時点で在籍してい
れば対象となります。

9-1 賃⾦にあたるのか
他の⼿当等と同様に、課税対象になると思われますが、詳しくは所管税務署にお問合せ
ください。

9-2
借り上げ住宅で従業員から負担⾦を徴収している場合、⽀給では
なく徴収額を減らす方法でもよいのか。

本補助⾦では、借り上げ住宅を従業員に提供する場合、社内規定等で確認が出来る従業
員の負担額を算定の基礎とします。そのため、従業員からの徴収額を減額すると、本来
の従業員の負担額の確認が取れなくなるため、認められません。

10-1 連絡が取れない場合の注意事項について

申請書の内容について、事務局の審査担当者から確認のご連絡をさせていただく場合が
ありますので、その際はお⼿数ですがご協力をお願いいたします。
連絡が取れない場合や、期日までに事務局が指定した書類の提出がない場合には、不交
付とさせていただく場合がございます。円滑な交付のためにもご協力をお願いいたしま
す。

10-2 他の補助⾦を活用している場合も、申請が可能なのか。
国又は地方公共団体が実施する本補助⾦に類する補助⾦を既に受給している・受給する
予定がある場合は補助の対象とならない場合があるため、予めご相談ください。

10-3 補助⾦は先着順ですか？
予算の範囲内で先着順に受付します。受付状況が予算の上限に近づいてきた場合は、HP
でその旨を公表します。

従業員への⽀給

その他
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●住宅手当を支給するケースの例１ 

・従業員の家賃月額：社員①50,000 円、社員②50,000 円、社員③20,000 円、社員④50,000 円 

・住宅手当の支給：毎月 15,000 円を支給（月末締め翌月 25 日払いの場合） 

・居住地域：社員①加算対象地域外、社員②加算対象地域外、社員③加算対象地域外、社員④加算対象地域 

 

（手当支給の状況） 

社員 採用日 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

① 2024 年 4月 1 日     15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

② 2024 年 7月 16 日        15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

③ 2023 年 4月 1 日 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

④ 2022 年 4月 1 日 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

 

（補助金の計算方法） 

 （A)住宅手当月×1/2(or2/3) 

(B)算定月額 

※(A)と比較して、補助上限額又は 

自己負担額(家賃－住宅手当)の方が 

少ない場合その額 

（C)算定月数 

(D)補助額 

【(B)×(C)】 

※千円未満切捨て 

社員① 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 7,500 円 8 月 60,000 円 

社員② 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 7,500 円 5 月 37,000 円 

社員③ 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 5,000 円 ※自己負担額が上限 9 月 45,000 円 

社員④ 15,000 円×2/3 ＝ 10,000 円 10,000 円 9 月 90,000 円 
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●住宅手当を支給するケースの例２ 

・従業員の家賃月額：社員①50,000 円、社員②50,000 円、社員③20,000 円、社員④50,000 円 

・住宅手当の支給：毎月 15,000 円を支給（15 日締め月末払いの場合） 

・居住地域：社員①加算対象地域外、社員②加算対象地域外、社員③加算対象地域外、社員④加算対象地域 

 

（手当支給の状況） 

社員 採用日 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

① 2024 年 4月 1 日    15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

② 2024 年 7月 16 日        15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

③ 2023 年 4月 1 日 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

④ 2022 年 4月 1 日 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

 

（補助金の計算方法） 

 （A)住宅手当月×1/2(or2/3) 

(B)算定月額 

※(A)と比較して、補助上限額又は 

自己負担額(家賃－住宅手当)の方が 

少ない場合その額 

（C)算定月数 

(D)補助額 

【(B)×(C)】 

※千円未満切捨て 

社員① 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 7,500 円 9 月 67,000 円 

社員② 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 7,500 円 5 月 37,000 円 

社員③ 15,000 円×1/2 ＝ 7,500 円 5,000 円 ※自己負担額が上限 9 月 45,000 円 

社員④ 15,000 円×2/3 ＝ 10,000 円 10,000 円 9 月 90,000 円 
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●住宅手当を支給するケースの例３ 

・従業員の家賃月額：社員①50,000 円、社員②23,000 円、社員③50,000 円 

・住宅手当の支給：1 月～6 月分の住宅手当 108,000 円を 7 月と 1 月にまとめて支給する（1 年目の社員は 4 月～6 月分の住宅手当 54,000 円） 

・居住地域：社員①加算対象地域外、社員②加算対象地域外、社員③加算対象地域 

 

（手当支給の状況） 

社員 採用日 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

① 2024 年 4月 1 日    1 2 3 54,000 円      

② 2023 年 4月 1 日 1 2 3 4 5 6 108,000 円      

③ 2022 年 4月 1 日 1 2 3 4 5 6 108,000円      

 

（月額換算） 

① 54,000 円÷3月＝18,000 円 

②108,000 円÷6月＝18,000 円 

③108,000 円÷6月＝18,000 円 

 

（補助金の計算方法） 

 （A)住宅手当月額 ×

1/2(or2/3) 

(B)算定月額 

※(A)と比較して、補助上限額又は 

自己負担額(家賃－住宅手当)の方が 

少ない場合その額 

（C)算定月数 

(D)補助額 

【(B)×(C)】 

※千円未満切捨て 

社員① 18,000 円×1/2 ＝ 9,000 円 9,000 円 3 月 27,000 円 

社員② 18,000 円×1/2 ＝ 9,000 円 5,000 円 ※自己負担額が上限 6 月 30,000 円 

社員③ 18,000 円×2/3 ＝ 12,000 円 12,000 円 6 月 72,000 円 

 

※1 月支給分は、今年度は

補助対象外。 
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●宿舎を借り上げて従業員へ提供するケースの例１ 

・事業者が借り上げる居室の家賃：60,000 円／部屋・月 

・従業員の自己負担額：毎月 15,000 円を徴収（前月に徴収・給与天引きする場合） 

・居住地域：社員①加算対象地域外、社員②加算対象地域 

 

（従業員負担の徴収状況） 

社員 採用日 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

① 2024 年 4月 1 日   15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

② 2024 年 7月 16 日      15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

 

 

（補助金の計算方法） 

 (A)企業負担月額(家賃月額 － 従業員負担額) 

×1/2(or2/3) 

(B)算定月額 

※(A)と比較して、補助上限額又は

自己負担額の方が少ない場合 

その額 

（C)算定月数 

(D)補助額 

【(B)×(C)】 

※千円未満切捨て 

社員① (60,000 円－15,000 円)×1/2 ＝ 22,500 円 10,000 円 ※補助上限 9 月 90,000 円 

社員② (60,000 円－15,000 円)×2/3 ＝ 30,000 円 14,000 円 ※補助上限 6 月 84,000 円 

 

  

※採用日前のため、補助対象外。 
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●宿舎を借り上げて従業員へ提供するケースの例２ 

・事業者が借り上げる居室の家賃：60,000 円／部屋・月 

・従業員の自己負担額：毎月 15,000 円を徴収（翌月の給与から徴収・天引きする場合） 

・居住地域：社員①加算対象地域外、社員②加算対象地域 

 

（従業員負担の徴収状況） 

社員 採用日 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

① 2024 年 4月 1 日     15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

② 2024 年 7月 16 日        15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 15,000 円 

 

 

（補助金の計算方法） 

 (A)企業負担月額（家賃月額 － 徴収月額） 

×1/2(or2/3) 

(B)算定月額 

※(A)と比較して、補助上限額又は

自己負担額の方が少ない場合 

その額 

（C)算定月数 

(D)補助額 

【(B)×(C)】 

※千円未満切捨て 

社員① (60,000 円－15,000 円)×1/2 ＝ 22,500 円 10,000 円 ※補助上限 8 月 80,000 円 

社員② (60,000 円－15,000 円)×2/3 ＝ 30,000 円 14,000 円 ※補助上限 5 月 70,000 円 

 

 


